第7章  インドネシア

1997年後半より深刻な経済危機に見舞われたインドネシアにおいても、ようやく2000年には経済回復への足取りが強まってきた。表7.1では、同年に4.8％の経済成長が想定されている。これは、表1.2の平均予測値より若干高いが、最近発表された予測値（例えば、EIUやアジア経済研究所、野村総合研究所の予測値）とほぼ同水準である。第1～3四半期の成長率はそれぞれ4.0％、4.5％、5.1％と緩やかな加速傾向にあり、1～9月期では4.5％となった（それぞれ前年同期比）。年率成長率4.8％を達成するためには第4四半期に5.6％の成長が必要となる。実際にこの成長が達成されるかどうかは確かではないが、1999年の成長率0.3％や1998年の-13.0％と比べて断然高い成長率となることは確実であろう。2001～02年においても緩やかな加速が予測されている。しかし、同国が1981～96年に達成した高成長にははるかに及ばない。実際、2000年の一人あたり実質GDP（時間を通じた所得変動を見る上で最も適切な指標）は、最も高かった1997年のピークよりも13％低く、1994年よりわずかに高い水準にとどまっている。このことは、同国における経済危機以降の所得水準の落ち込みは、危機に見舞われた他の国々（例えば韓国やタイ）よりもかなり深刻であったことを表している。国際比較をする場合に適切な指標である一人あたり所得（国際ドル表示）で見ても同様のことが言える。一人あたり所得（米ドル表示）で見た場合、同国の危機による打撃はさらに深刻なものであったことになる。

本報告で使われている経済指標を見ると、皮肉なことに危機に見舞われた他の国々よりも、インドネシアの危機以前の経済状態はかなり良好であったことがわかる。しかし、早くから民主的な政治制度を進めてきた他国と比べ、同国の政治構造ははるかに安定性を欠いていた。つまり、インドネシアにおける危機はその大部分が政治的なものであった。民主化を伴って進められた政治的大変革は、公的制度内部あるいは制度間の関係に大きな変化をもたらした。主要な政治的制度、官僚機関の間の関係は絶えず変化し、そのプロセスはしばしば混乱を巻き起こした。こうした状況は、政治的安定性の欠如がインドネシア経済に悲惨な結末をもたらすまで持続するのではないかとの不安を人々に与えた。また、こうした制度改革は政情不安を長引かせ、同国の消費者や投資家がいかに政治的不確実性に即応していくかを学ぶしか選択の余地がないとの見方もある。実際、最近の経済動向では、政情不安の中でも消費者そして投資家が支出を増やし始めている。しかし、政情不安の長期化が、非効率的な経済政策の実施につながれば、経済やインドネシア国民の厚生は悪影響を被るであろうことは明白である。その上、同国には、これまでにワヒド政権が見せてきた以上の政治的決意を必要とする大きな問題が残されている。ただし、一方で、政治的変遷は概して平和裡に行われ、制度的取り決めに関する問題や政争は、洗練されつつある議会や官僚、報道機関、一般市民の間で公然と議論されている。こうしたことから、制度改革への道のりはおそらく長くやっかいなものとなろうが、いつしかインドネシアはその問題に対する実行可能な解決策を見つけだすことができるかもしれない。

スハルト政権崩壊以降激しく議論されてきたカー・カー・エン（KKN; 汚職・癒着・縁故主義、インドネシア語でkorupsi, kolusi, dan nepotismeの略）の問題は、2000年においても議論の的となった。その一つとして、会計検査院は1999年の監査報告において、インドネシア銀行が商業銀行に対してなした流動性支援の供与に不正があったと主張した。また、同行の総裁であるシャハリル・サビリン氏は、バリ銀行疑惑に関与した疑いで逮捕された。2000年11月下旬に、政府や議会の信用と政治的支持を得られないとしてアンワル・ナスティオン同行総裁代理を含む同行理事会の５人のメンバーが辞意を表明した。後にサビリン総裁は解放され職務を再開したが、総裁を交代させようとするワヒド大統領と、無罪を訴えインドネシア銀行の政治的独立性を主張する同総裁との間の確執が続いている。三つ目の問題は、食糧調達庁（BULOG）福祉財団の福祉資金が不正流用された事件である。この事件には、大統領のマッサージ師スウォンドが関与したと伝えられている（McLeod 2000, 5頁）。四つ目の論争は銀行再建庁にかかわる問題である。1998～2000年の銀行債務処理期間に同庁が所有する資産を速やかに処理できなかったことや、ワヒド大統領の取り巻きに対し有利な取り計らいがなされたことで同庁は批判にさらされてきた（Ramstetter 2000b, 4頁および17～19頁）。大統領は、組織の威信を保つため、2000年秋に同庁長官を交代させている。最後の問題は、警察や司法機関が全く腐敗していると見られている点である。例えば、銀行再建庁が債務者を有罪であるとしようとした際や、スハルト前大統領を起訴し、また汚職の罪で有罪であると言い渡されたその息子であるフトモ・マンダラ・プトラ（トミー）を捕まえようとした際に政府が直面した問題は、しばしば腐敗に関連していた。（Fane 2000, 26～27頁、Ramstetter 2000b, 7～9頁を参照）。警察や司法の問題にワヒド大統領が口出ししたことがかえってさらなる制度的な脆弱さをもたらしたように思えることは、不運なことであった。

ワヒド大統領自身も、閣僚間のいざこざを管理する上で問題を抱え、こうした問題が政権への信用を失墜させてきた。これには、第一次ワヒド内閣は連立政権といった形で政治的コンセンサスを得ようと模索して結成されたものであるという背景がある。大統領は2000年4月に、当時の商工相ユスフ・カラ、投資・国営企業開発担当相ラクサマナ・スカルディの両氏を更迭した。これらの更迭、特に潔白で当時の閣僚の中では最も有能であるとの評判をとっていたスカルディ氏を汚職への関与を理由に更迭したことは物議を醸した（McLeod 2000, 4～5頁）。同年7月、大統領は国会（DPR, Dewan Perwakilan Rakyat）の場でその更迭理由を明白にするよう求められ、8月に開かれた国民協議会（MPR, Majelis Permusyawaratan Rakyat）においては、何人かの議員の間に食料調達庁疑惑への関与を理由に大統領を弾劾しようとする動きが見られた。結局、大統領は、内閣改造や副大統領メガワティ・スカルノプトリへの一部行政権の委譲などを含めた譲歩により弾劾を免れることができた。しかしながら、実際には権限の委譲は最小限にとどめられ、8月23日に発表された新内閣は大統領に親密なものばかりで構成されていたため、「オール・プレジデンツ・メン」と呼ばれるほどであった。このように、大統領はその権力を強化させることに成功し、当初はリザル・ラムリ経済担当調整相を中心とした政策チームは第一次ワヒド内閣よりも結束力が強く効力があるのではないかと楽観論さえでていた。しかし、近頃大統領は再び、汚職に関与した疑いで新たな辞任圧力に直面している。

最後に挙げる政治的な問題は、政府がインドネシア各地で起こった暴力をなかなか鎮圧できなかったことである。この問題は同国の経済にも大きな意味を持った。西ティモール・アタンブアの国連難民高等弁務官事務所が東ティモールの反独立派民兵によって襲撃され３名のスタッフが殺害された事件や、インドネシアが反独立派民兵を武装解除できなかったことへの国際的な批判、外国の干渉に対するインドネシア国民の反感などは、2000年に報道された最も大きな話題であった。しかし、暴力による犠牲者数はマルク、イリアンジャヤやアチェなどの地域の方が多く、これらの地域では独立や自治権拡大を求める動きが活発である。インドネシアは現在国家統一の維持といった重大な問題に直面しており、2001年においては効率的な地方分権化法の施行を通じてこうした圧力を緩和していくことが重要課題となろう。

2000年における為替・株価の大幅な落ち込みは、以上で述べてきた問題への懸念が高まった結果であると考えられる。その他の要因としては、マネーサプライの伸び率が高かったこと、そして物価上昇が加速したことが挙げられる（McLeod 2000, 14～22頁、Ramstetter 2000b, 14～16頁）。GDPデフレータ変化率について見ると、第1～3四半期においてそれぞれ3.3％、8.7％、12.9％と、物価が急速に上昇したことがわかる。表7.1では、第4四半期に11.2％、通年で9.0％の物価上昇が想定されている。この数字は、表1.2の平均予測値よりもかなり高い値となっている。実際の物価上昇率は、同表のほとんどの予測値を上回る結果となろうが、おそらく1999年の12.8％、ましてや1998年の81％を超えるようなことはないであろう。2001年の見通しについてはばらつきがあり、物価上昇が進むのかそれとも減速するのかについてのコンセンサスは得られていない。

これらの金融・物価面での動向には今後注意を要するが、実体経済はむしろ活気づいており、インドネシアの経済成長が加速を始め、経済回復が広く行きわたっていることを示唆している。1999年の緩やかな経済回復は、当初消費の増加によってもたらされた。その対GDP比は、1998年の65％から1999年には72％に上昇した（表7.1）。2000年1～9月期に同比率は68％に低下したが、一方で、輸出、固定資本形成、輸入に回復が見られ、それぞれの対GDP比は上昇した。これらの支出項目の実質伸び率は、それぞれ18％、14％、7％（World Bank, 2000c）と、同期の実質GDP成長率4.5％を大きく上回っている。米国を中心とした輸出需要の落ち込みが特に心配されているが、後に説明するような輸出構造の変化とルピアの減価により、今後も輸出拡大ペースは続くのではないかと考えられる。固定資本形成に関する見通しは不透明である。株価下落、外資系企業における労働争議、地方分権化法（地方行政法および中央・地方財政均衡法）による地方政府への監督権や徴税権の委譲に関する不確実性が、投資に悪影響をもたらすかもしれない。一方で、在庫の減少は、高成長の中で拡大する需要を満たすための新たな投資を呼ぶかもしれない。いずれにせよ、さらなる投資（および輸入）を維持する能力が、2001年における回復を持続・加速させるために必要となるであろう。

インドネシアにおける経済危機後の重要な特徴は、急速な農業部門の拡大に見られる。農業部門が雇用やGDPに占めるシェアは、1998年に上昇した。これは、これまでに農業から製造業、サービス業へと資源の移転がなされてきたという長期的なトレンドに逆行したものである。ただし、農業部門のシェアは経済回復の進行に伴い、2000年1～9月期は危機前の水準に戻りつつある。これに対し、1988～96年の景気拡大に伴って成長し、また危機の発生源となった建設業・金融業のシェアは依然として低い水準にあり、金融業にいたっては依然として低下を続けている。

インドネシア政府の今後の最重要課題は、おそらく政府予算の管理と債務返済のための財源確保となるであろう。これには四つの大きな問題がある。一つは、国内の銀行を再建するために発行された国債約640兆ルピアに対する巨額の利子支払いの問題である（Ramstetter 2000b, 17～18頁）。銀行再建庁主導の下で行われた再建計画はほぼ完了した。しかし、これにより、政府は巨額の財政負担を負うことになり、2000年4～12月期の予算でGDPの6.0％、2001年の予算では5.5％を利子返済に充てなければならない（Ramstetter 2000b, 19～21頁）。これに関連する二つ目の問題は、銀行再建庁が所有する資産の売却や国営企業の民営化により、一部の財源を調達しなければならないことである。2000年および2001年の予算において、その額はそれぞれGDPの2.7％、2.3％とされている。しかし、この目標が達成されるかについては疑問の声もある。三つ目は、地方分権化に伴う問題である。政府はこの目的のために、 2000年にGDPの3.7％、2001年に5.3％に相当する額を歳出しなければならない。四つ目の問題は、2000年、2001年にそれぞれGDPの3.0％、2.5％と見積もられている財政赤字を埋め合わせるために、海外からの援助を確保し続けなければならないことである。これらは困難な問題のように思えるが、国際的に見れば同国の公的部門の債務残高は決して大きいわけではなく、危機前の10年間において財政収支はわずかな赤字または黒字であった（表7.1； 同表の財政赤字はRamstetter 2000b よりも小さい値となっている。これは、同表では、海外援助を歳入の一部とする古い形式の収支統計が用いられているためである）。さらに、多くの支援国はインドネシアの経済回復と民主化に関して戦略的に強い関心を持っているため、同国が民主化そして公共部門の債務削減に努める限りは、支援国からの援助は続けられるであろう。

政府による海外からの借入を含む対外債務についても巨額の返済が残されている。しかし、1998年以降経常収支黒字を計上するようになってから、その返済負担は緩和されつつある（表7.2）。1998～99年の黒字は、主に商品輸入の激減によってもたらされた。2000年は輸入が急速に回復する一方でそれ以上に輸出が拡大したため、商品別貿易データによると貿易収支黒字が見込まれている。このことからサービス収支・所得収支において赤字が拡大しなければ、経常収支黒字は拡大すると考えられる。表7.2においてその黒字は、1998～99年の4％から2000年には5％に拡大すると想定されている（ともに対GDP比）。これは、最近発表された表1.2のEIUの予測値を大きく下回るが、同表中の平均予測値よりも高い水準を想定している。これらの予測はすべて、2001年には貿易量の伸び率は鈍化し経常収支黒字は小さくなるとしているが、2000年における輸出・輸入の伸び率を過小予測しすぎたためと考えられる。最大予測値は輸出22％、輸入15％であったのに対し、実際は1～9月期にそれぞれ31％、36％の伸びを記録している。経常収支が赤字から黒字に転じたのに応じて、投資収支も黒字から赤字に転じた。これは、1998～99年に証券投資およびその他投資（主に貸付）に巨額の流出が生じたためである。この期間に直接投資も赤字に転じており、1999年には対内直接投資の引き上げ額が非常に大きかった。残念ながら2000年のデータは第1四半期に関するもののみが利用可能であるが、これを見ると巨額の直接投資流出（-15億米ドル）が続いており、証券投資はネットでほぼゼロ（-2,000万ドル）、その他投資は黒字（5億米ドル）に転じている（Indonesia, Bank Indonesia, various years a）。

2000年の輸出の動向には、急速な伸びだけではなく、構造の変化も見られた。最も顕著な変化は機械製品輸出の急速な伸びにある。その輸出全体に占めるシェアは1999年の11％から2000年1～9月期には17％となった。通信・その他電気機器、事務・電算機器の輸出がこの項目の大部分を占めている。これらの産業では、多国籍企業の活動が活発である（Takii and Ramstetter 2000, 13頁）。東南アジアの機械産業を支配する多国籍企業のネットワークにインドネシアも統合されたことを表すものとして、多国籍企業による輸出の増加は重要な意味を持つ。主に繊維・衣類・履き物等や、木・家具・紙・ゴム製品で構成されるその他製品の輸出も1999年に回復が見られ2000年においても高い水準を維持している。しかしながら、この項目の輸出全体に占めるシェアは、1993年以降概して低下傾向にあるように思われる。前述のように農業部門の雇用・GDPにおけるシェアは上昇したにもかかわらず、農産物の輸出が輸出全体に占めるシェアは危機以降上昇したわけではなく、むしろ長期的な低下傾向にある。鉱物性燃料の輸出シェアは、1999～2000年の石油価格の高騰により上昇したが、インドネシア経済が過度に石油・ガス輸出に依存していた時代と比べ低い水準に保たれている。

輸入における構造を見る上で注意すべき点は、近年急増している輸出促進地域を通じた輸入に関しては、商品別に分類できない点である。この輸入は1995年に全体の7％のシェアを占め、1996～98年に13～20％、99年に27％、2000年1～8月期には31％と急増している。従って、表7.2のデータから、輸入構造に関する中期的なトレンドを見るのは、不可能ではないにしても非常に難しいことになる。例えば、機械製品の輸入は1994年まで最も大きなシェアを占めてきたが（表7.2； 1990～94年に42～44％）、その後、96年に35％、99年には17％にまで下がり、2000年はやや上昇し18％になった。このシェアの低下は、経済危機の中で投資需要が減少したためであると考えられるが、一方で輸出促進地域を通じた機械製品の輸入が相対的に増加したためであるとも考えられる。つまり、輸出促進地域を通じた輸入額の増加には機械製品輸入が含まれ、そのため同製品のシェアが過小評価されている可能性もある。

表7.3の相手国別輸入についても同様の問題がある。例えば、日本からの輸入シェアは1994年の24％から1999年には12％にまで下がり、2000年1～9月期には15％となっている。もし、機械製品の輸入が主に輸出促進地域を通じて行われているのであれば、日本からの輸入は機械製品に集中していることから（表7.4）、表7.3の日本からの輸入シェアは過小評価されていると考えることもできよう。実際に、日本の統計を用いてより詳しく見ると、1997年の日本からの輸入額は日本の統計と比較し19％小さく、1999年では40％もの差がある（1994～96、98年における差額は10％以下である）。このように、おそらく表7.3の日本からの輸入シェアは、少なくとも1997、99年に関しては過小評価されているであろう。

相手国別輸出に関しては、2000年においても日本が最も大きなシェアを占めており、順に欧州工業国、シンガポール、米国、韓国が続く。公的資金の供与に関しても、インドネシアが1981～98年の間に受け取った480億米ドルのうち210億米ドルは日本からのものであり、日本は公的資金援助の面においても重要なパートナーであると言える。特に危機以降の1997～98年には、76億米ドルのうち日本からの流入は49億米ドルに達し、その重要性を高めている（それぞれの額は純額を表している）。一方で、銀行借入については、1995年までインドネシアの海外の銀行からの借入残高の大半は日本の銀行からのものであったが、その地位は1997年以降欧州の銀行に取って代わられた。

先にも述べたように、日本からインドネシアへの輸出の大半は機械製品が占めており、それにその他製品が続く（表7.4）。インドネシアから日本への輸出に関しては、鉱物性燃料が主であるが、近年その他製品の輸出も急速に伸びている。全体で見ると、貿易収支では日本の赤字、サービス収支は均衡しており、所得収支では日本の黒字（主に利子受取）となっている。また、証券投資は他と比べて少額ではあるが、日本からの対内直接投資やその他投資（主に貸付）はインドネシアにとって重要な資金調達源である。興味深いことに、表7.2のインドネシアへの直接投資・その他投資総額は1998～99年に赤字となっているのに対し、日本企業や政府機関は同国に対し投資を続けており、特に貸付額（表7.4項目22）においてその傾向は顕著である。しかし、近年直接投資額は急激に減少しており、証券投資に至っては1997～99年に資金の引き上げ超過になっている。同様に、インドネシアの投資家も1997～98年に日本における資産を売却している。
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